
設立様式１１　履歴書（様式例）
履　　歴　　書　
平成　　年　　月　　日作成
	フリガナ
	
	実印
	

	氏　　名
	
	
	

	生年月日
	年　　月　　日（満　　歳）
	性別
	
	

	住　　所
	〒

                         　　　　　　　　　電話  　   （　　　）


　（注）印鑑登録証明書どおりに記載すること。
 《職歴》

	勤　務　先
	在　職　期　間
	職 務 内 容
	役　職

	
	年　月　日～　　年　月　日
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）職歴と他法人役員経歴については，別に記入すること。

 《現職》
	勤　務　先
	在　職　期　間
	職 務 内 容
	役　職

	
	年　月　日　～　現　在
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


《他法人役員経歴》
	勤　務　先
	在　職　期　間
	職 務 内 容
	役　職

	
	年　月　日～　　年　月　日
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


 《その他兼務職務》
	勤　務　先　等
	在　職　期　間
	職 務 内 容
	役　職

	
	年　月　日～　現在
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


 《資格・免許》
	名　称（種　別）
	登録年月日及び登録番号
	取扱機関

	
	年　　月　　日
	№
	

	
	
	
	

	
	
	
	


 《他の理事・監事・評議員予定者との関係》（注）
	氏　　　　名
	具体的な関係

	
	

	
	

	
	


（注）次のいずれかに該当する場合に記載する。

（１）他の理事・監事・評議員予定者と親族関係等特殊関係にある場合

（２）他の理事・監事・評議員予定者と同一団体に所属している場合（親族等特殊関係者に該当しない場合を含む。）
設立様式１１　履歴書
履　　歴　　書　
平成○○年○○月○○日作成
	フリガナ
	チョウフ   　ジロウ
	実印
	


	氏　　名
	調　布　   次　郎
	実印
	

	生年月日
	昭和○○年○○月○○日（満●●歳）
	性別
	男
	

	住　　所
	〒○○○－○○○○
東京都調布市●●一丁目●番地●  
                         　　　　　　　　　電話  ○○（○○○○）○○○○


　（注）印鑑登録証明書どおりに記載すること。
 《職歴》
	勤　務　先
	在　職　期　間
	職 務 内 容
	役　職

	●●●●
	昭和○○年○月○日～平成○○年○月○日
	
	

	●●●●●
	平成○○年○月○日～平成○○年○月○日
	
	○○課長

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）職歴と他法人役員経歴については，別に記入すること。

 《現職》
	勤　務　先
	在　職　期　間
	職 務 内 容
	役　職

	●●法人●●●●
	平成○○年○月○日～　現　在
	
	評議員

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


《他法人役員経歴》
	勤　務　先
	在　職　期　間
	職 務 内 容
	役　職

	●●法人●●●●
	平成○○年○月○日～平成○○年○月○日
	
	理事長

	
	
	
	

	
	
	
	


 《その他兼務職務》
	勤　務　先　等
	在　職　期　間
	職 務 内 容
	役　職

	
	年　月　日～　現　在
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


 《資格・免許》
	名　称（種　別）
	登録年月日及び登録番号
	取扱機関

	医　師
	昭和○○年○月○日
	№○○
	厚生労働省

	
	
	
	

	
	
	
	


 《他の理事・監事・評議員予定者との関係》（注）
	氏　　　　名
	関　係（具体的に）
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）次のいずれかに該当する場合に記載する。

（１）他の理事・監事・評議員予定者と親族関係等特殊関係にある場合

（２）他の理事・監事・評議員予定者と同一団体に所属している場合（親族等特殊関係者に該当しない場合を含む。）
設立様式１２－１　就任承諾書（様式例）
	理事就任承諾書
　社会福祉法人○○会が設立された際には，社会福祉法人○○会の理事に就任することを承諾します。

　平成　　年　　月　　日

社会福祉法人〇〇会設立代表者　〇〇〇〇　様
　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　印
　



設立様式１２－２　誓約書（様式例）
	誓　約　書
社会福祉法人○○会の理事に就任するにあたり，次の各号を誓約します。
　１　社会福祉法第40条第１項各号の欠格条項に該当しないこと

　２　各理事と親族等特殊関係にある者が上限を超えて含まれないこと

　３　暴力団員等の反社会的勢力者に該当しないこと

４　今後，上記１号から３号の記載事項に該当したときは遅滞なく報告

すること

　　　　

　平成　　年　　月　　日

社会福祉法人〇〇会設立代表者　〇〇〇〇　様

　

　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　印
　



社会福祉法
第四十四条　第四十条第一項の規定は，役員について準用する。
２　監事は，理事又は当該社会福祉法人の職員を兼ねることができない。
３　理事は六人以上，監事は二人以上でなければならない。
４　理事のうちには，次に掲げる者が含まれなければならない。
　一　社会福祉事業の経営に関する識見を有する者
　二　当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者
　三　当該社会福祉法人が施設を設置している場合にあっては，当該施設の管理者
６　理事のうちには，各理事について，その配偶者若しくは三親等以内の親族その他各理事と厚生労働省令で定める特殊関係がある者が三人を超えて含まれ，又は当該理事並びにその配偶者及び三親等以内の親族その他各理事と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が理事の総数の三分の一を超えて含まれることになってはならない。
７　監事のうちには，各役員について，その配偶者又は三親等以内の親族その他各役員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が含まれることになってはならない。
第四十条　次に掲げる者は，評議員となることができない。
　一　法人
　二　成年被後見人又は被保佐人
　三　生活保護法，児童福祉法，老人福祉法，身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなるまでの者
四　前号に該当する者を除くほか，禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなるまでの者
五　第五十六条第八項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員
設立様式１２－３　就任承諾書兼誓約書（例）
	誓　約　書
社会福祉法人○○会が設立された際には，社会福祉法人○○会の理事に就任することを承諾します。理事に就任するにあたり，次の各号を誓約します。
　１　社会福祉法第40条第１項各号の欠格条項に該当しないこと

　２　各理事と親族等特殊関係にある者が上限を超えて含まれないこと

　３　暴力団員等の反社会的勢力者に該当しないこと

４　今後，上記１号から３号の記載事項に該当したときは遅滞なく報告

すること

　　　　

　平成　　年　　月　　日

社会福祉法人〇〇会設立代表者　〇〇〇〇　様

　

　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　印
　



社会福祉法
第四十四条　第四十条第一項の規定は，役員について準用する。
２　監事は，理事又は当該社会福祉法人の職員を兼ねることができない。
３　理事は六人以上，監事は二人以上でなければならない。
４　理事のうちには，次に掲げる者が含まれなければならない。
　一　社会福祉事業の経営に関する識見を有する者
　二　当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者
　三　当該社会福祉法人が施設を設置している場合にあっては，当該施設の管理者
６　理事のうちには，各理事について，その配偶者若しくは三親等以内の親族その他各理事と厚生労働省令で定める特殊関係がある者が三人を超えて含まれ，又は当該理事並びにその配偶者及び三親等以内の親族その他各理事と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が理事の総数の三分の一を超えて含まれることになってはならない。
７　監事のうちには，各役員について，その配偶者又は三親等以内の親族その他各役員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が含まれることになってはならない。
第四十条　次に掲げる者は，評議員となることができない。
　一　法人
　二　成年被後見人又は被保佐人
　三　生活保護法，児童福祉法，老人福祉法，身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなるまでの者
四　前号に該当する者を除くほか，禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなるまでの者
五　第五十六条第八項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員
設立様式１３－１　設立代表者の権限を証する委任状（様式例）
　（設立代表者が設立に関する一切の権限を有する場合）

	委　　任　　状
住　所（注１）　　　　　　　
氏　名（注１）　　　　　　　
上記の者に社会福祉法人〇〇会の設立代表者として設立に関し必要な一切の権限を委任する。
　　平成　　　年　　月　　日（注２）
　　設立者
住　　所
（注３）



氏　　名

実印







（注１）設立代表者の住所，氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。
（注２）設立代表者が贈与契約等を締結する前の日付を記入する。

（注３）設立代表者以外の設立者分を作成する（住所，氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。）。
設立様式１３－１　設立代表者の権限を証する委任状
　（設立代表者が設立に関する一切の権限を有する場合）

	
委　　任　　状
住所　東京都調布市○○町○丁目○地番○

　　　　　　　　　　　　　　氏名  〇〇〇〇　

（注１）　　　　　　　
　　　　　　
上記の者に社会福祉法人〇〇会の設立代表者として設立に関し必要な一切の権限を委任する。
　　平成○○年　○月○○日（注２）
　設立者
住所  東京都調布市●●町○丁目○番地○　（注３）




氏名　●●●●　
 実印







（注１）設立代表者の住所，氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。
（注２）設立代表者が贈与契約等を締結する前の日付を記入する。

（注３）設立代表者以外の設立者分を作成する（住所，氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。）。
設立様式１３－２　設立代表者の権限を証する委任状（様式例）
（設立代表者との契約がある場合）
	委　　任　　状
住所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名  

　　　　　　　　　　　
上記の者に社会福祉法人〇〇会の設立代表者として設立に関し必要な権限（〇〇〇〇〈設立代表者氏名〉の贈与契約（注３）に係る部分を除く。）の一切を委任する。
　　平成　　　年　　月　　日（注２）
　　設立者
住　　所
（注３）

氏　　名

実印







（注１）設立代表者の住所，氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。

（注２）贈与契約書より前の日付を記入する。
（注３）設立代表者以外の設立者分を作成する（住所，氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。）。

設立様式１３－２　設立代表者の権限を証する委任状

（設立代表者との契約がある場合）

	委　　任　　状
住所　東京都調布市○○町○丁目○番地○

　　　　　　　　　　　　　　氏名  〇〇〇〇　

　　　　　　　　　　　（注１）
上記の者に社会福祉法人〇〇会の設立代表者として設立に関し必要な権限（〇〇〇〇〈設立代表者氏名〉の贈与契約（注３）に係る部分を除く。）の一切を委任する。

　　平成○○年　○月○○日（注２）
　設立者
住所  東京都調布市●●町○丁目○番地○　（注３）




氏名　●●●●　
 実印







（注１）設立代表者の住所，氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。
（注２）設立代表者が贈与契約等を締結する前の日付を記入する。

（注３）設立代表者以外の設立者分を作成する（住所，氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。）。 
設立様式１３－３　設立代表者の権限を証する委任状（様式例）

（設立代表者との契約がある場合）
　　　　　　　　　　　　　　　
	委　　任　　状
住　所（注１）　　　　　　　　
氏　名（注１）　　　　　　　　
　上記の者に社会福祉法人〇〇会と〇〇〇〇〈設立代表者氏名〉との贈与契約に係る権限を委任する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２）
　　平成　　年　　月　　日
（注３）
　　設立者
住　　所
（注４）



氏　　名

実印







（注１）設立代表者代理人の住所，氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。
（注２）贈与契約以外にも地上権設定契約等の案件がある場合は適当な文書に書き換える。

（注３）設立代表者が贈与契約等を締結する前の日付を記入する。

（注４）設立代表者以外の設立者分を作成する（住所，氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。）。
設立様式１３－３　設立代表者の権限を証する委任状

（設立代表者との契約がある場合）
　　　　　　　　　　　　　　
	
委　　任　　状
住所　東京都調布市●●町●丁目●番地●
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名  ●●●●

　　　　　　　　　　　（注１）
　上記の者に社会福祉法人〇〇会と〇〇〇〇〈設立代表者氏名〉との贈与契約に係る権限を委任する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２）

　　平成○○年　○月○○日（注３）
　設立者
住所  東京都調布市●●町○丁目○番地○　（注４）




氏名　●●○○　　　
 　実印







（注１）設立代表者代理人の住所，氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。
（注２）贈与契約以外にも地上権設定契約等の案件がある場合は適当な文書に書き換える。

（注３）設立代表者が贈与契約等を締結する前の日付を記入する。

（注４）設立代表者以外の設立者分を作成する（住所，氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。）。
設立様式１４　施設整備計画書（様式例）
	施　設　整　備　計　画　書
社会福祉法人〇〇会　
１　施設名称
２　経営主体
３　設置場所
４　定員
５　敷地の面積
６　規模及び構造
　　　１階床面積　　　　　　　　　㎡
　　　２階床面積　　　　　　　　　㎡
　　　延べ床面積　　　　　　　　　㎡
７　配置図及び平面図　　　別紙のとおり
８　用地取得計画
（１）収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　〇〇区（市町村）補助金　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　自己資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（２）支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　土地購入費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
９　施設整備資金計画
（１）収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　国・都補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　調布市補助金　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　独立行政法人福祉医療機構借入金　　　　　　　　　　円
　　　　自己資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（２）支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　建設工事費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　初度調弁費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　設計監理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
10　工事予定期間
（１）着工年月日
　平成　　　年　　　月　　　日
（２）竣工年月日
　平成　　　年　　　月　　　日
11　施設事業開始予定年月日



　平成　　　年　　　月　　　日


（注）上記項目にないものは，適宜加えること。
設立様式１４　施設整備計画書


	施　設　整　備　計　画　書
社会福祉法人〇〇会　
１　施設名称　　（仮称）特別養護老人ホーム○○○
２　経営主体　　社会福祉法人○○会
３　設置場所　　東京都調布市○○町〇丁目○番地○
４　定員　　　　特別養護老人ホーム150名，老人短期入所15名
５　敷地の面積　　●●●●．●●㎡
　６　規模及び構造
　　　１階床面積　　●●●．●●㎡
　　　２階床面積　　●●●．●●㎡
　　　３階床面積　　●●●．●●㎡
　　　４階床面積　　●●●．●●㎡
　　　５階床面積　　●●●．●●㎡
　　　延べ床面積　　●●●●．●●㎡
７　配置図及び平面図　　　別紙のとおり
　８　用地取得計画
　　　寄附による取得

９　施設整備資金計画
（１）収入　　　　　　　　　　　　　１，６００，５００，０００円
　　　　国・都補助金　　　　　　　　　　　６００，０００，０００円
　　　　調布市補助金　　　　　　４４５，０００，０００円
　　　　独立行政法人福祉医療機構借入金　　５５５，０００，０００円
　　　　自己資金（寄附金）　　　　　　　　　　　　５００，０００円
（２）支出　　　　　　　　　　　　　１，６００，５００，０００円
　　　　建設工事費　　　　　　　　　　１，４００，０００，０００円
　　　　初度調弁費　　　　　　　　　　　　１５０，０００，０００円
　　　　設計監理費　　　　　　　　　　　　　５０，５００，０００円
10　工事予定期間
（１）着工年月日
　平成●●年●●月●●日
（２）竣工年月日　
　平成●●年●●月●●日
11　施設事業開始予定年月日



　平成●●年●●月●●日



（注）上記項目にないものは，適宜加えること。

正副本とも原本





記入例





申請日から遡って，３か月以内のものが添付されているか。





役員の選任区分に該当する経歴が記載されているか。





※　評議員又は監事の就任承諾書の場合，「理事」を「評議員」又は「監事」に差し替える。








※　評議員又は監事の誓約書の場合，「理事」を「評議員」又は「監事」に差し替え，第2号の文言を次のように差し替える。





（評議員）


２　各評議員又は各役員と親族等特殊関係にある者が含まれないこと





（監事）


２　各役員と親族等特殊関係にある者が含まれないこと





※　評議員又は監事の誓約書の場合，「理事」を「評議員」又は「監事」に差し替え，第2号の文言を次のように差し替える。





（評議員）


２　各評議員又は各役員と親族等特殊関係にある者が含まれないこと





（監事）


２　各役員と親族等特殊関係にある者が含まれないこと





記入例





設立代表者以外の設立者分を作成する。





正副本とも原本





住所・氏名は，印鑑登録証明書と一致しているか。





役員全員分の日付が，役員就任承諾書及び贈与契約書等の日付以前になっているか。





住所・氏名・印は，印鑑登録証明書と一致しているか。





記入例





正副本とも原本





住所・氏名は，印鑑登録証明書と一致しているか。





設立者との契約に係る権限を除いて，作成しているか。





日付が，設立代表者が贈与契約等を締結する前の日付になっているか。





住所・氏名・印は，印鑑登録証明書と一致しているか。





記入例





代理人を選任している場合。


設立代表者代理人以外の理事，監事分を作成する。





正副本とも原本





代理人の住所・氏名は，印鑑登録証明書と一致しているか。





日付が，設立代表者と贈与契約等を締結する前の日付になっているか。





贈与契約以外にも地上権設定契約等の案件がある場合は，適当な文書に書き換える。





住所・氏名・印は，印鑑登録証明書と一致しているか。





記入例


（新築の場合）





建物の構造等が，施設整備費補助の内容と一致しているか。





資金計画が，施設整備費補助の内示や借入金受理証，見積書等の金額と一致しているか。









